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１．商工会議所のネットワークを活用した事業展開

◆職業訓練を活用して人材の育成・確保を図る
企業（＝協力企業）の開拓

◆協力企業への訓練計画の作成・申請・認定支
援、助成金の申請手続き等での支援

⇒企業への個別訪問や説明会、各種会議、会報、ホーム
ページ、リーフレット、地元新聞等を活用したＰＲ活動に
より、企業に対して職業訓練の活用を働きかけ

⇒訓練カリキュラムや評価シートを含む訓練計画の認定
に向けた支援、助成金の申請書類の作成支援、申請手
続きに関するアドバイス、訓練修了後の就労状況のヒア
リング等を実施

○北は北海道、南は沖縄県まで、全国各地の１３８カ所の商工会議所が国からの委託事業に協力。

○協力企業の開拓から職業訓練を実施するための計画の作成を支援し、（独）雇用・能力開発機構
に申請するまで平均して５回程度は個別に企業を訪問・指導。

○職業訓練を実施する期間中も、実施状況の確認、経営者や訓練担当者、訓練生と面談してのアド
バイス、訓練日誌の確認、評価シートの記入方法の指導などのために訪問。

○一定の要件を満たす場合は、国から企業に対して助成金が支給されるので、助成金の申請書の作
成に係るアドバイスや情報提供、添付書類の確認などでの申請手続き面でもキメ細かく支援。



２．地域ジョブ・カードセンターの活動実績
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（社）

3,507

8,882 8,585

20,974

約15,000

約27,000

654

4,197 3,255

約4,900

8,106

○協力企業数、認定企業数ともに年々拡大。平成２２年度も２１年度の実績を上回るペースで推移。

○協力企業は、北は北海道（234社）の釧路市、南は沖縄県（106社）の宮古島市まで、全国各地に広がる。

○認定企業のうち、職業訓練を実施した（実施中含む）企業の８割強は中小企業。業種は多岐にわたり、
「サービス業(20％)」「製造業(15％)」「医療・介護・福祉(13％)」「卸売・小売業(13％)」などの順で多い。
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３．非正規労働者の正規雇用化の促進に大きく貢献
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（人）

1,104

3,817

5,271

969

2,652

3,852
73％

○職業訓練を通じて人材を育成・確保したい企業と正社員経験の少ない求職者とのマッチングを促進。

○訓練修了者数（５，２７１人）のうち、３，８５２人が正規雇用されており、正規雇用率は７３％（平成２０年
度からの累計。平成２２年度（１０月末現在）の訓練修了者数（３５０人）、正社員数（２３１人）を含む）。
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４．職業訓練を実施した企業から極めて高い評価

【企業から寄せられた主な声】

＜参考＞【訓練生から寄せられた主な声】

○中小企業に職業訓練が根付き始める
⇒中小企業は「即戦力」を求めがちだが、ジョブ・カード制度における職業訓練を実施し、企業自ら人材
を育成して確保しようとする採用意欲のある中小企業が拡大。
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